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研究成果の概要（和文）：アジア通貨危機後、インドネシアでは民主化が進み、その一環として地方分権制度の
導入も急遽決定された。本研究では、まず、この制度の導入が住民の厚生水準に与えた影響を探った。これまで
の分析からは、制度導入前に民族が多様であった地域ほど、導入後のインフラ整備状況の水準（アスファルト舗
装率）および都市人口割合が相対的に低くなっていることが確認された。次に、行政村単位のパネルデータを援
用してオリジナルの都市圏データを構築し、ジャワ島で発生した地震によって生じた都市圏の人口成長率の違い
を自然実験とみなして分析した結果からは、都市圏の成長が周辺農村部の（特に貧困層の）消費水準を高めてい
たことが確認された。

研究成果の概要（英文）：Indonesia implemented a radical decentralization during its rapid 
democratization after the Asian Financial Crisis. I made an analysis of an impact evaluation of the 
decentralization on the welfare of residents and showed that ethnically diverse jurisdictions 
experienced relatively poor level of infrastructure development and slow growth of the urban 
population rates after the introduction of the decentralization. Then, I utilized administrative 
village/town level panel data, which I prepared for the above analysis, to construct an original 
urban area dataset and identified positive causal effects of the population growth of urban areas on
 the per capita expenditure of rural villagers around those areas, especially that of the poor 
households during the period of 2000 to 2010, by exploiting earthquakes in Java island as 
quasi-experimental events.

研究分野： 開発経済学、インドネシア経済
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１．研究開始当初の背景 
 
地方分権化は地理的に小さな行政単位に

権限を委譲することにより、効率的な資源配
分と住民の厚生水準の向上をもたらすと考
えられている。そのためには地方政府が過半
数の有権者の選好に応えるよう行動し、その
結果に政治的責任を負うこと（アカウンタビ
リティ）を担保するような制度設計が重要で
ある（Bardhan and Mookherjee 2005）。 
先行研究をみると、住民の厚生水準の変化

を分析した実証研究の多くは地方分権化に
よる正の効果を報告しているが、相関関係を
指摘しているものが多く、定量的に厳密な影
響評価を行った研究は少ない。アジア通貨危
機後に開発独裁体制が崩壊したことに伴い、
民主化の一環として 2001 年に地方分権が導
入されたインドネシアについてもその例外
ではなく、歴史的経緯や定性的な調査をもと
にした研究がほとんどであった。 
ここでインドネシアの行政組織を確認す

ると、中央政府のもとに州が置かれており、
その下に県（kabupaten）・市（kota）、郡、
そして村（desa）・町（kelurahan）（以下、
行政村と表記）が連なっている。地方分権の
実施にあたっては県・市自治体に大きな権限
が委譲されたが、それと同時に、（地域住民
の要望にもとづいて）県や市が複数の県・市
に分裂していった（地方分立）。その結果、
県・市の数は、2001 年の 354 から 2009 年に
は 497 にまで増大している。 
研究開始当時、地方分権の負の側面を指摘

した研究やレポートをもとに、インドネシア
人識者からは、地方分立に伴う中央政府の交
付金負担増や、地方に多くの権限が委譲され
たことによる地方行政の混乱などを問題視
した批判があったほか、中央政府に対して地
方分権制度の見直しを求める声もみられた。 
 
２．研究の目的 
 
地方分権制度の（再）設計にあたっては、

本来であれば、住民の厚生水準の観点から、
制度導入による影響について定量的な側面
からも厳密な影響評価を行い、その分析結果
をもとに検討することが望ましいであろう。
しかしながら、そうした分析はこれまで不十
分であったことから、本研究では、インドネ
シアの地方分権化が住民の厚生水準へ与え
た影響評価を行う。 
分析にあたっては、今回はインドネシアが

多民族国家であることに注目した。先行研究
では、米国のデータをもとに、民族が多様な
地域では教育や道路、下水施設などといった
公共財への支出割合が少なくなっているこ
とを指摘した Alesina, Baqir and Easterly 
(1999)などがある。またメカニズムを探った
研究としては、たとえば Beach and Jones 
(2017)は、カリフォルニアを事例に、議員の
構成に着目し、その民族多様性が歳出の合意

を難しくしている、との分析結果を紹介して
いる。こうした先行研究をふまえて、本研究
では、インドネシアにおける地方分権制度導
入後、民族が多様であった地方自治体では、
先行研究が指摘するように、公共財の供給水
準が低くなっていたかどうかについて確認
することにした。 
 
３．研究の方法 
 
最初に先行研究を整理した上で、次に、デ

ータを収集した。本研究で主に用いたのは、
インドネシア統計庁（BPS）が 3 年ごとに実
施している行政村悉皆調査（Podes）および
10 年ごとに収集している人口センサスの情
報である。前者からは、1993 年から 2011 年
にかけての 7 ラウンドの個票データを集め、
インフラ整備状況などについての情報を入
手した。また、後者からは、主に（個人単位
で）民族情報を入手した。最後に、分析の際
には、2011 年時点の県市行政区分（497 県市）
でも分析が可能となるようにパネルデータ
を構築した。このパネルデータ構築作業の過
程で、2000 年以降については行政村単位での
パネルデータも構築した。 
 
４．研究成果 
 
(1)地方分権制度導入の影響 
先行研究同様、インドネシアにおいても

（地方分権制度導入以前に）民族が多様であ
った地域では、地方分権化後、道路のアスフ
ァルト舗装率でみた場合にはインフラ整備
が遅れており、また、インドネシア政府が採
用している定義のもとでの都市人口割合の
推移を調べると、その水準は民族が多様な地
域ほど相対的に低くなっていることが確認
できた。 
分析は、まず、地域ごとに民族多様性指標

（断片化指数）を計算した上で、便宜的に閾
値を設定し、その値をもとに地方自治体を二
つのグループに分けて比較することからは
じめた。地方分権導入直前の 1999 年時点の
各グループのアスファルト舗装率の平均値
を 100 に基準化し、1993 年から 2011 年にか
けてのアスファルト舗装状況の推移をみる
と、どちらのグループも 2002 年までは水準
に大きな変化はなかったが、その後、民族多
様性の低いグループではアスファルト舗装
率が上昇している一方で、民族多様性の高い
グループは 2008 年まで低迷していたこと、
そして、この差は統計的に意味のある違いで
あることも確認できた（図 1）。 
次に、二つのグループに分けて比較すると

いう単純な分析ではなく、民族多様性指標の
値を直接用いて定量的な分析を行ったとこ
ろ、地方分権制度導入以前にもともと民族が
多様であった地域ほど、その後、主要連絡道
路がアスファルト舗装されていた行政村の
割合が相対的に小さくなっていたことが確



認できた。この分析結果は、民族多様性指標
に別の指数（分極化指数）を用いた場合にお
いても大きな違いがないことも確認した。 
最後に、インフラ整備への影響が地域の経

済にどのような影響を与えたかを探るべく、
民族多様性と都市人口割合との関係につい
ても分析を試みた（都市人口割合と貧困人口
比率などさまざまな経済変数との間に相関
関係のあることがしばしば指摘されている）。
すると、統計庁の定義のもとでの都市人口割
合は、民族が多様であるほど地方分権導入後
に相対的に低くなっていた様子がうかびあ
がってきた。この分析結果からは、民族が多
様である地域では、地方分権導入後にインフ
ラ整備が相対的に遅れ、それが都市人口割合
の伸び悩みをもたらしていた可能性が示唆
される。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図 1：アスファルト整備状況の推移 

 
 
(2)都市化の影響 
上述したように、地方分権化が都市人口割

合にも影響を与えていた可能性があること
から、この点に関連して、本研究では都市化
が人々の厚生水準にどのような影響を及ぼ
していたのかという点についても分析を進
めた。 
まず、地方分権制度の影響評価に用いるべ

く 2000 年以降について行政村単位でのパネ
ルデータを作成していたことから、このデー
タをもとに日本や米国・欧州などの OECD 諸
国で作られているような都市圏データセッ
トを構築することに成功した（図 2 参照）。
このオリジナルのデータセットを用いるこ
とにより、統計庁が簡便化のため作成してい
る都市人口情報では把握することが難しい
集積効果についても、OECD 諸国を対象に積み
重ねられてきた先行研究と同様な枠組みで
分析することが可能となった。なお、本研究
では人口センサスが実施された 2000 年と
2010 年の二期間の都市圏の人口規模でみた
変化を分析に用いた。 
ところで、先行研究をみると、都市人口割

合の増加と貧困削減の関係についての相関
関係はしばしば指摘されているが、都市化の
貧困削減に及ぼした影響について因果関係

を明らかにした研究は皆無に等しい（数少な
い例外としては Cali and Menon (2012)があ
る）。そこで、本研究ではインドネシアのジ
ャワ島の大都市圏を襲った 2006 年の地震を
自然実験とみなして、人口規模でみた都市圏
の成長が周囲の農村部の貧困層の厚生水準
に及ぼした影響を探ることにした。 
分析結果によれば、都市圏の成長は農村世

帯の一人当たり支出額を増やしていたこと、
また、初期時点で貧困層に含まれていた世帯
ではその伸び率がより高くなっていたこと
から、都市圏の成長が周辺の農村部の貧困削
減に寄与していた可能性が高いことが示唆
される。また、所得に注目した分析からは、
都市圏の成長に伴い、農村部の貧困層では
（一人当たりでみた）非農業自営業所得が増
えていたことを確認した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図 2：インドネシアの都市圏（2010 年、一部地域は省略） 
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